
答申月:令和８年６月

答申日（A）
異議申出締切日

（B）
決裁開始日（C）

決裁終了日

＝持ち込み日（D）
官報公示予定日（E） 発効予定日（F）

6月1日(月) 6月16日(火) 6月17日(水) 6月24日(水) 7月8日(水) 8月7日(金)

6月2日(火) 6月17日(水) 6月18日(木) 6月25日(木) 7月9日(木) 8月8日(土)

6月3日(水) 6月18日(木) 6月19日(金) 6月26日(金) 7月10日(金) 8月9日(日)

6月4日(木) 6月19日(金) 6月22日(月) 6月29日(月) 7月13日(月) 8月12日(水)

6月5日(金) 6月22日(月) 6月23日(火) 6月30日(火) 7月14日(火) 8月13日(木)

6月6日(土) 6月22日(月) 6月23日(火) 6月30日(火) 7月14日(火) 8月13日(木)

6月7日(日) 6月22日(月) 6月23日(火) 6月30日(火) 7月14日(火) 8月13日(木)

6月8日(月) 6月23日(火) 6月24日(水) 7月1日(水) 7月15日(水) 8月14日(金)

6月9日(火) 6月24日(水) 6月25日(木) 7月2日(木) 7月16日(木) 8月15日(土)

6月10日(水) 6月25日(木) 6月26日(金) 7月3日(金) 7月17日(金) 8月16日(日)

6月11日(木) 6月26日(金) 6月29日(月) 7月6日(月) 7月21日(火) 8月20日(木)

6月12日(金) 6月29日(月) 6月30日(火) 7月7日(火) 7月22日(水) 8月21日(金)

6月13日(土) 6月29日(月) 6月30日(火) 7月7日(火) 7月22日(水) 8月21日(金)

6月14日(日) 6月29日(月) 6月30日(火) 7月7日(火) 7月22日(水) 8月21日(金)

6月15日(月) 6月30日(火) 7月1日(水) 7月8日(水) 7月23日(木) 8月22日(土)

6月16日(火) 7月1日(水) 7月2日(木) 7月9日(木) 7月24日(金) 8月23日(日)

6月17日(水) 7月2日(木) 7月3日(金) 7月10日(金) 7月27日(月) 8月26日(水)

6月18日(木) 7月3日(金) 7月6日(月) 7月13日(月) 7月28日(火) 8月27日(木)

6月19日(金) 7月6日(月) 7月7日(火) 7月14日(火) 7月29日(水) 8月28日(金)

6月20日(土) 7月6日(月) 7月7日(火) 7月14日(火) 7月29日(水) 8月28日(金)

6月21日(日) 7月6日(月) 7月7日(火) 7月14日(火) 7月29日(水) 8月28日(金)

6月22日(月) 7月7日(火) 7月8日(水) 7月15日(水) 7月30日(木) 8月29日(土)

6月23日(火) 7月8日(水) 7月9日(木) 7月16日(木) 7月31日(金) 8月30日(日)

6月24日(水) 7月9日(木) 7月10日(金) 7月17日(金) 8月3日(月) 9月2日(水)

6月25日(木) 7月10日(金) 7月13日(月) 7月21日(火) 8月4日(火) 9月3日(木)

6月26日(金) 7月13日(月) 7月14日(火) 7月22日(水) 8月5日(水) 9月4日(金)

6月27日(土) 7月13日(月) 7月14日(火) 7月22日(水) 8月5日(水) 9月4日(金)

6月28日(日) 7月13日(月) 7月14日(火) 7月22日(水) 8月5日(水) 9月4日(金)

6月29日(月) 7月14日(火) 7月15日(水) 7月23日(木) 8月6日(木) 9月5日(土)

6月30日(火) 7月15日(水) 7月16日(木) 7月24日(金) 8月7日(金) 9月6日(日)

B＝A＋15日（暦日） C＝B＋1開庁日 D＝C＋5開庁日 E＝D＋10開庁日 F＝E＋30日（暦日）

※B～Eの日程については、当該日が休日の場合、翌開庁日とする。

※家内労働法第９条第４項に15日間と記載あり。当該期間の末日が行政機関の休日に該当する場合は、その翌開庁日。 ※家内労働法第12条第２項に30日と記載あり。

令和８年度　答申日別最短効力発生予定日一覧表
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（諮問）

（専門部会の設置）

（調査審議）

（報告）

（答申）

専門部会

関係家内労働者・委託者の
申出

都道府県労働局長

関係家内労働者・委託者の
意見聴取の公示

地方労働審議会

意見書

関係家内労働者・委託者の
意見の聴取

地方労働審議会

答申要旨の公示 都道府県労働局長

関係家内労働者・委託者の
異議の申出

地方労働審議会

都道府県労働局長

決定公示

効力発生

〈異議申出がなかった場合〉〈異議申出があった場合〉

最低工賃決定の手順

法第21条第１項

法第12条第１項

法第12条第２項
〈30日間〉

法第８条第１項、第10条
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